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道内景気は、新型コロナウイルスの影響が残るものの、持ち直しの動きがみられる。生産

活動は横ばい圏内の動きとなっている。需要面をみると、個人消費は、一部に弱さが残るも

のの持ち直しの動きがみられる。住宅投資は、弱含みとなっている。設備投資は、持ち直し

の動きがみられる。公共投資は、高水準ながら弱めの動きとなっている。輸出は、持ち直し

の動きがみられる。観光は、厳しい状況が続いているものの、持ち直しの兆しがみられる。

雇用情勢は、有効求人倍率、新規求人数ともに前年を上回っている。企業倒産は、件数と

負債総額が前年を上回った。消費者物価は、１０か月連続で前年を上回った。
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１．景気の現状判断DI～３か月連続で上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月連続で上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、５月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を４．１ポイン

ト上回る５６．８と３か月連続で上昇した。横ば

いを示す５０を３か月連続で上回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を４．４ポイント上回る５７．６となった。

４月の鉱工業生産指数は９１．４（季節調整済

指数、前月比＋０．１％）と２か月連続で上昇

した。前年比（原指数）では＋１．７％と１４か

月連続で上昇した。

業種別では、輸送機械工業など９業種が前

月比上昇となった。金属製品工業など６業種

が前月比低下となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０２２年７月号
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３．百貨店等販売額～２か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～１０か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）
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５．札幌ドーム来場者数～２か月ぶりに減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

４月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋２．６％）は、２か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比＋１３．１％）は、すべての品

目が前年を上回った。スーパー（同＋０．９％）

は、衣料品、身の回り品、飲食料品が前年を

上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋３．９％）

は、６か月連続で前年を上回った。

４月の乗用車新車登録台数は、１１，８５０台

（前年比▲６．９％）と１０か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同＋４．０％）、

小型車（同▲９．２％）、軽乗用車（同▲１５．６％）

となった。

１～４月累計では、４９，７０９台（前年比

▲１２．４％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲８．０％）、小型車（同▲１０．０％）、

軽乗用車（同▲１８．９％）となった。

４月の札幌ドームへの来場者数は、１３３千

人（前年比▲３．０％）と２か月ぶりに前年を

下回った。来場者内訳は、プロ野球９３千人

（ 同 ▲１４．９％ ）、 サ ッ カ ー３６千 人 （ 同

＋４８．６％）、その他が４千人（同＋１８．９％）

だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～５か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）

%千㎡

製造業 非製造業

-100

-50

0

250

150

100

50

0

50

100

150

350

200300

250

200

4322022/1121110987652021/4

前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～３か月連続で増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～２か月連続で減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

４月の住宅着工戸数は３，２３３戸（前年比

▲６．８％）と５か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲１８．８％）、貸家

（同▲２０．７％）、給与（同▲１０．３％）、分譲

（同＋７１．９％）となった。

１～４月累計では、８，２０９戸（前年比

▲１１．１％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同▲１９．４％）、貸家（同▲１７．０％）、

給与（同▲１７．７％）、分譲（同＋２０．５％）と

なった。

４月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１３９，７７１㎡（前年比＋４１．３％）と３か月連続

で前年を上回った。業種別では、製造業（同

▲３４．５％）、非製造業（同＋５６．０％）であっ

た。

１～４月累計では、４７８，５７４㎡（前年比

＋１１．９％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同▲１１．２％）、非製造業（同

＋１５．９％）となった。

５月の公共工事請負金額は１，４４２億円（前

年比▲６．３％）と２か月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、国（同＋２．０％）、地方公社

（同全増）、その他（同＋１４５．０％）が前年を

上回った。独立行政法人（同▲６１．９％）、道

（同▲１７．０％）、市町村（同▲２．７％）が前年

を下回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～６か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～底ばいが続いている

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）

輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同）
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１１．貿易動向～輸出が１４か月ぶりに減少

貿易動向

（資料：函館税関）

４月の国内輸送機関利用による来道者数

は、６４８千人（前年比＋５８．９％）と６か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋６５．１％）、JR（同＋２３．６％）、フェ

リー（同＋２９．１％）となった。

１ ～ ４ 月 累 計 で は 、２，２１３千 人 （ 同

＋６４．４％）と前年を上回っている。

４月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１人（前年同月０人）と底ばいが続いて

いる。

４月の貿易額は、輸出が前年比▲０．５％の

３２８億円、輸入が同＋６７．９％の１，５３７億円だっ

た。

輸出は、船舶、鉄鋼くず、一般機械などが

減少した。

輸入は、原油・粗油、石炭、天然ガス・製

造ガスなどが増加した。

輸出は、１～４月累計では１，１６３億円（前

年比＋２７．１％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が前年を上回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～負債総額は５か月連続で前年を上回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～１０か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

４月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．００倍（前年比＋０．０９ポイント）と前年

を上回った。

新規求人数は、前年比＋１３．５％と１４か月連

続で前年を上回った。業種別では、サービス

業（同＋３３．６％）、製造業（同＋２９．２％）な

どが前年を上回った。情報通信業（同

▲１．１％）が前年を下回った。

５月の企業倒産は、件数が２２件（前年比

＋１４４．４％ ）、 負 債 総 額 が３４億 円 （ 同

＋７４０．３％）だった。負債総額は５か月連続

で前年を上回った。

業種別ではサービス・他が１０件、製造業が

３件などとなった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は１１件

であった。

４月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．１（前月比＋０．５％）となっ

た。前年比は＋２．８％と、１０か月連続で前年

を上回った。

石油製品の価格は調査基準日（４月１０日）

時点で、灯油価格は前月比＋１．８％、前年同

月比＋２９．７％となり、ガソリン価格は前月比

▲２．３％、前年同月比＋１４．９％となった。

道内経済の動き
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― ６ ―ほくよう調査レポート ２０２２年７月号

同族会社からの脱皮で挑戦する社風へ

／地元志向で、施工地の約９割は北海道内

１９２３年創業。同社は、北海道内のゼネコンとして土木・建築工事の施工管理などを行う。地域に
密着した事業を展開するとともに、働きやすい職場環境の整備、社会貢献活動などに取り組む。
２０２１年には、北洋銀行のSDGsサポートを利用した「SDGs宣言」策定の第１号案件となる。今回
は、同社の事業運営や経営哲学、SDGsの取組などについて、代表取締役社長にお伺いしました。

なかやま しげる

代表取締役社長 中山 茂 氏

滝川市出身。成蹊大学法学部卒。１９７７年三共舗道

入社、８０年中山組取締役、同常務、専務を経て、

２００１年社長に就任。（一社）北海道農業建設協会副

会長や（一社）北海道建設業協会監事、北海道経

済連合会常任理事のほか、在札幌インドネシア共

和国名誉領事に就任。

同社は、「健康経営優良法人（中小企業法人部

門）

（１）

」に２０２１、２２年と２年連続認定されている。

会社概要
企業名：株式会社 中山組

住 所：札幌市東区北１９条東１丁目１番１号

ＴＥＬ：０１１‐７４１‐７１１１（代表）

ＵＲＬ：http : //www.nakayamagumi.co.jp

設 立：１９２３年４月創業、３０年４月設立

事業内容：土木建築工事請負業、土木建築工

事に関わる設計及び技術の指導と

提供等のコンサルタント業、建築

の設計及び工事監督、不動産の売

買及び管理・賃貸業など

支社等：滝川支社、東京支店のほか、函館、

旭川、帯広などに８営業所等

関連企業：三共舗道㈱、三共産業㈱、巴産業

㈱、㈱リブテック、環境エンジニ

アリング㈱

従業員数：２５５名（２０２２年４月末現在）

資本金：１億円（同上）

―最初に貴社の設立経緯と事業展開などについ

て、お聞かせください―
きち じ

社長：弊社は、祖父（吉次）の時代に現滝川市で

個人創業したことが始まりです。当時は石狩川と

空知川合流点での河川の氾濫が多発し、徐々に河

川改修工事の重要が高まり、創業前の家業であっ

た回船業の知識を生かし、砂利採取業を経て河川

工事を多く請け負いました。河川のことなら中山

に聞けと「川の中山」として評判だったようで

す。その後は、ほ場整備や道路、炭鉱関連、建築

工事なども手掛けるようになり、それぞれの施主

の方々に育てていただいた会社といえます。

１９４４年に株式会社となり、６９年には、いわゆる

同族会社からの脱皮を図るため、経営コンサルの

ご協力をいただき、会社組織型の経営スタイルへ

の転換に向けて、コンピュータを導入していま

す。また、建設業界ではめずらしい労働組合のあ

る会社となっています。私は、この組織改革のた

めのコンピュータ導入などが、弊社の新しいこと

にチャレンジする社風へとつながっているのだと

思っています。
こうぞう

また、７１年には父（弘三）が社長となり、８１年

には本社機構を札幌に移転。８５年には中山組施工

協力会という組織を設立しています。

私は、２００１年に三代目として社長に就任。以

降、弊社では新規事業の開拓や社内改革、社会貢

道内企業訪問
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（１）健康経営優良法人認定制度は、制度の設計は経済産業省が行い、日本健康会議が認定する顕彰制度である。
地域の健康課題に即した取組や日本健康会議が進める健康増進の取組をもとに、特に優良な健康経営を実践
している法人を認定している。なお、日本健康会議は、国民一人ひとりの健康寿命延伸と適正な医療につい
て、民間組織が連携して行政の全面的な支援のもと実効的な活動を行うために組織された活動体である。
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道内企業訪問

― ７ ― ほくよう調査レポート ２０２２年７月号

基本は、地元の信頼と身の丈に合った経営

／現場が「命」、現場視察は１８０か所超

これまでの様々な取組をSDGsに収れん

／その取組は現在進行形、着実に一歩ずつ

献などに取り組んできましたが、実は私が先導し

たものではなく、すべて社員からの提案によるも

のです。

現在の売上状況は、６割強が土木工事、残り４

割弱が建築工事、また、施工地の約９割が北海道

で、地元・北海道へのこだわりが強いことが弊社

の特徴であると思っています。

☆ 施工例：ルスツリゾートホテル

―会社経営や事業展開の特徴やベースとなる考え

方・哲学について、お伺いします―

社長：建設業にとって大切なことは、地元の皆さ

まからの信用・信頼であり、そのためには地域に

関わり続けることが必要だと考えています。た

だ、それは建設業に限らず、どの業種も同じでは

ないでしょうか。

弊社は、昔から「石橋を叩いても渡らない」会

社と言われてきました。私自身の考え方は、堅実

経営というより、身の丈に合ったことしか行わな

いという感じです。人間もずっと背伸びをし続け

ていると、いつか転んでしまいますから。ですか

ら、弊社の身の丈に合った売上規模を想定し、そ

の中でいかに利益を出すのか、そこに焦点を当て

て経営に取り組んでいます。

また、弊社だけでは生きてはいけないと考えて

おり、先々代、先代からの財産である関連企業や

施工協力会社などの皆さまとのつながり、コミュ

ニケーションを大事にしています。

一方、建設業は「現場」が「命」であり、これ

まで１８０か所超の現場を事務系社員と一緒に視察

しています。事務系社員には弊社の構造・仕組み

を理解していただきたい。現場の技術系社員には

事務系社員が理解できるような現場説明をお願い

しています。一般の方の目線やコミュニケーショ

ン能力を養っていただきたいからです。私自身

は、協力会社等の皆さまとの意思疎通などを、直

接図りたいという思いがあります。

また、私は滝川市の出身であり、札幌での人脈

がありませんでした。仕事を進める上では様々な

方々との協力や連携が必要となります。ですか

ら、札幌では「出会いを繋がりへ」ということを

自身のキャッチフレーズにして、積極的に異業種

交流に参加してきました。

☆ 中山社長の現場視察

（担当者からの現場説明）

―SDGs取組のきっかけや、取組の内容などにつ

いて、お聞かせください―

社長：私自身は、SDGsの取組は大変かなという

先入観を持っていました。しかし、社員から弊社

で取り組んできた様々な取組に関し、これは、

SDGsの１７の目標の何番と何番に該当するなどと
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道内企業訪問

― ８ ―ほくよう調査レポート ２０２２年７月号

言われて、「あっ、そうなの？！」という感じで、

ハードルがぐっと下がったわけです。

また、道内の建設業ではSDGsに取り組んでい

る先行企業があり、その会社のホームページでは

分かりやすく紹介されていましたので、私の

SDGsへの理解も深まっていきました。

そうした中で、北洋銀行の「SDGs宣言サポー

ト」によるご支援をいただき、２０２１年に弊社の宣

言をとりまとめ、取組を開始しました。

建設業は、もともと、住居やオフィス、インフ

ラの整備、防災、環境、エネルギーなど、人々の

暮らしに大きく関わり、これらを担っている業界

であり、SDGsのあらゆる目標にも関与している

と考えています。また、弊社の基本理念「豊かな

社会基盤の創造と暮らしを重視した生活環境の提

供」という考え方にも合致しています。

弊社では、これまで環境分野での新規事業や、

職場環境の改善、地域貢献などに取り組んできま

した。上品にいうとそれらがSDGsに収れんされ

たということですが、正直、後付けしたというの

が実態といえます。

社長：弊社の宣言では、四つの柱を掲げていま

す。一つ目は、安全で快適な職場環境づくり（職

場の人権、働きがい）、二つ目は、環境への配慮

（地球環境保全）、三つ目は、一人ひとりの行動で

築く大きな信頼（コンプライアンス等）、そして

四つ目が、企業活動を通じて豊かな社会の実現に

貢献（地域貢献活動）となっています。

これらの４本柱にぶら下がる取組では、「健康

経営優良法人」認定や「札幌市ワーク・ライフ・

バランスplus企業」認証、「環境マネジメントシ

ステム」取得、「札幌市地域安全サポーターズ」

登録など、行政等による様々な仕組みを利用して

いるものが結構あります。

私自身がSDGsの取組の中で重視したいのは

「地域貢献」です。ただ、それは大げさなもので

はなく、例えば、近隣でのゴミ拾いや花壇整備、

学校のグラウンド整備などといった、ごく普通の

一般的な取組をイメージしています。

近くの小学校の児童を対象に、一年に一度、弊

社のビルの最上階（６階）で勉強をしていただい

ています。そこからは小学校を上から見ることが

でき、子どもたちが大喜びします。お礼に鉢花を

持ってきて、育てて下さいと言われたりして、そ

うしたご近所の学校との交流なども素敵な取組だ

と実感しています。その他にも、弊社の看板支柱

に電子掲示板を後付けして交通安全のPRなどを

したり、札幌救急サポーターとしてAEDを弊社

に設置したりしています。

いずれにしても、これらのSDGsの取組につい

ては、コツコツと地道に取り組んでいるという状

況で、いわば現在進行形という感じです。

一方、社員にはSDGsのバッチを付けてもらっ

ています。そして、社員にはそのバッチは何かと

聞かれた時に、最低限のことを答えられるように

してほしいとお願いをしています。やはり、社員

一人ひとりの意識と行動が重要だと思うからで

す。

☆ SDGsの取組事例：近隣小学校との交流
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道内企業訪問

― ９ ― ほくよう調査レポート ２０２２年７月号

持続可能な北海道を支える社会インフラ

／中長期・グローバルな視点で考えよう

―北海道や地域の活性化に必要なことについて、

お伺いします―

社長：人口減少や少子高齢化が進む北海道や地域

にとって大切なことは、持続可能な社会の実現、

つまりSDGsだと考えています。

そして、その持続可能性を支えているのが様々

な社会インフラといえます。しかし、今後、北海

道はもとより日本のインフラは老朽化が進んでい

くという現実があります。

一方、世の中では、橋が崩落してはじめて架け

替えるとか、交通事故が発生して信号機をつける

など、どうしてもインフラの整備や維持には後追

い的なところがあり、その打破が必要ではないか

と感じています。

気候変動で多発する台風等の自然災害、新型コ

ロナ等のパンデミックや国際紛争の発生など、中

長期的なトレンドやグローバルなリスクにどう向

き合っていくのか、われわれ一人ひとりが考えて

いく時代だと思っています。

特に、自然災害は必ず発生するわけで、そうい

う中では、「備えあれば憂いなし」ということが

大事で、社会インフラなどに対し、ハード・ソフ

トの両面から、強靭性を獲得していくことが必要

ではないかと考えています。

例えば、今年の４月には道内でも高病原性鳥イ

ンフルエンザが発生しましたが、地域の建設業協

会等では、道（各（総合）振興局ごと）と防疫協

定を締結しています。具体的には、「〇〇町で発

生した際には地域の△△社が、埋却作業のために

重機や人を応援する」仕組みで、そういう「備

え」が円滑な処理作業へとつながるわけです。

いま、国では災害に強い国づくりということ

で、国土強靭化の取組を進めています。それは防

災や減災だけではなく、復旧や復興の迅速化、円

滑化につながるもので、日本の暮らしや産業活動

を支える前向きな取組といえます。

そういう「備え」となる取組を、皆さんのご理

解のもとでしっかりと進めていくことが、北海道

活性化の大前提になるのではないかと考えていま

す。

また、企業サイドも危機管理を考えて行動して

いくことが必要ではないでしょうか。

弊社では、社員の提案により、防災拠点を兼ね

た社員寮を整備する予定です。災害発生時でも事

業の継続ができ、迅速で円滑な応急措置に対処

し、防災拠点としての機能も果たせるような仕様

にしています。建設現場の安全確保と同じで、自

分たちの身の回りの安全に関しては自分たちでき

ちっとやっておく、用意するに越したことはない

ということです。

ただ、個々の企業の取組には限界があると思い

ますので、業界としてやるべきこと、言うべきこ

とを積極的に発信し、国や道の政策に結び付けて

いくことも必要ではないかと思います。

☆ 防災拠点を兼ねた社員寮（完成予想図）

ZEH（ゼッチ）対応（２）

（２）新たな社員寮は、鉄筋コンクリート造５階建てでワンルーム２８戸を備え、来年１月に竣工予定（札幌市東
区）。ZEH「ゼロ・エネルギー・ハウス」（年間のエネルギー産出量が消費量を上回る家）対応となっている。
また、太陽光発電設備や蓄電池、ガス発電機等を備え、緊急時には本社機能を補うほか、防災拠点として機
能する設備も整える。さらに、女性向けフロアの設備等プライバシーや防犯に配慮した造りとし、電気自動
車用の充電器やテレワーク等も可能なコミュニティスペースなども整備する予定である。
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道内企業訪問

― １０ ―ほくよう調査レポート ２０２２年７月号

若い社員に会社の仕組みを理解して頂く

／経営者の顔が大切、明るく・前向きに！

―若年層の離職や道外流出が課題となっています

が、どのようにお考えですか―

社長：担い手不足については、建設業界の最大の

悩みです。若い人が入ってこない、離職・転職す

る、従業員の高齢化の中で若い人に技術の継承が

できないなどの課題を抱えています。

弊社は、非上場、同族会社という特殊事情もあ

りますが、私は、やはり社員のことが一番で、会

社は従業員と家族を第一に考えるべきであると

思っています。

一方、働きはじめた社員には、自分の会社がど

のようにして利益を得て、自分の給料が支払われ

ているのかという、会社の仕組みを理解していた

だきたいと考えています。

先ほども少しお話をしましたが、私の現場視察

には、事務系社員も一緒に行きます。現場は、い

つも天気が良いわけではないし、危険を伴うこと

もある。山奥の中でクマやマムシが出たりするよ

うなところ、あるいは交通量が多くて車が突っ込

んできそうなところなど、色々です。

弊社から車で出かけ、途中でオフロード四輪駆

動車に切り替えて、山奥の現場に入っていくと、

作業服姿の女性社員などは本当にびっくりしま

す。「ザ・建設業」という感じで、建設業というも

のを肌で感じるわけです。そして、現場での技術

系社員の緊張感や、協力企業など多くの方々との

支え合いなど、弊社の仕組みを目の当たりにして

帰ってきます。そうすると、現場から社員が来た

時、受付の女性社員からは、「ご苦労様です」「お

疲れ様です」という言葉が、自然に出てくるよう

になるのです。

そういうセルフスタディというか、自身による

気づきということは、その職場で働いていく上

で、大きな役割を果たすのではないかと考えてい

ます。

また、建設業界では女性技術者が圧倒的に少な

いという課題を抱えています。そうした中で、道

内建設業で働く女性や業界紙、教育関係者等が情
こ

報交流などを行う「建設どさん娘の会」というも

のがあり、弊社社員も参加しています。今は、新

型コロナの影響等で活動が制限されていますが、

北海道建設協会などが応援しており、そういう活

動を社会全体で応援していくことも大切ではない

かと思っています。

その他にも、弊社は、北海道教育委員会の「北

海道フロンティアキッズ育成事業」の環境学習応

援隊・協力企業となっています。子どもたちに、

その地域の良さや課題、地域社会の成り立ちなど

を学んでもらうことは、自身と地域や北海道との

関わりを考えるきっかけとなり、将来に向けて必

要な取組ではないかと思います。

☆ 子どもたちの環境教育を応援

―With、Afterコロナに向け、企業経営者等に求

められることについて、お伺いします―

社長：私は、基本的に後ろは振り向かないで、明

るく、前向きに行こうという考えであり、困って

いることはあまり外には見せたくないと思ってい

ます。社員を含めて外の方はどうしても、経営者

としての私の顔を見るわけで、元気で健康的でな

いと、会社は大丈夫かと思われかねないこともあ

るわけです。見栄を張っているのかも知れません

が、「中山組さん、頑張っているね」とかいうよ

うな声を、弊社の社員が耳にすると嬉しく、元気

が出てくるのではないでしょうか。

ある意味、社長は会社の広告塔であり、私が、
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道内企業訪問

― １１ ― ほくよう調査レポート ２０２２年７月号

来年の弊社創業１００周年は、単なる通過点

／次代に向け、SDGsの取組を確とした形へ

ひとつのピースも

欠かせない。

明るく元気に活動することで、社員にとってプラ

スに働くよう心がけています。

あとは、繰り返しとなりますが、地元企業とし

て、地域にこだわり、関わり続けること。業種を

問わず地域の皆さまとの結びつきを強めて、様々

な形で地域を盛り上げていくことが大切なのでは

ないでしょうか。

―会社の将来像や社長の夢などについて、お聞か

せください―

社長：来年、弊社は創業１００周年を迎える予定で

すが、それはあくまでも通り道、通過点と捉えて

います。弊社には社員のOB会や協力会社なども

あるので、「今までお世話になった皆さまのお陰

で一区切りできました」という感じのお祝いは考

えていますが、その次はどうする、こうするとい

うことはあまり考えていません。

しかし、次の１００年かどうかは別にしても、や

はり持続可能性、SDGsの取組については着実に

進めていきたい。スクラップ＆ビルドの視点を織

り交ぜて、今まで取り組んできたことをきちっと

した形にしていきたいと考えています。

また、関連企業とともに取り組んでいる廃棄物

処理などの環境関連事業や、事務所にいながら現

場を見せることが可能な遠隔臨場システム「Gリ

ポート」（３）の普及などを進めていきたいと思って

います。その他にも、NEXCO東日本では、道内

の高速道路で補強や拡張などのリフォームを始め

ています。今後は、国や道などでも土木分野での

リフォームに取り組んでいくことが考えられます

ので、弊社でも、中長期的な視点に立って勉強を

進めています。

いずれにしても、弊社の“人・自然・建設”の

ネットワークで未来の創造に貢献できればと思っ

ています。

私個人に関して言うと、幾つかの公職や在札幌

インドネシア名誉領事などを拝命していますが、

それは地域貢献、社会貢献の一環ということで、

北海道や地域が少しでも良くなるようにという思

いで働かせていただいています。

また、弊社では会社として国連サポーターに加

入しており、今回のウクライナ侵攻でも、社員と

会社の募金を合せて、運営組織を通じてウクライ

ナに寄付をしています。過去の東日本大震災の際

には、多額の個人寄附をした社員も結構いて、そ

うした社員の助け合いの気持ちがとても嬉しく、

誇りに思っています。

それはともかく、私の夢、希望は、地域や世の

中が良くなっていくことですね。それほど裕福で

はなくても良いから、「とにかく明るい〇〇さ

ん」ではないが、とにかく明るく、前向きな世の

中になっていくことでしょうか（笑）。

☆ 未来を表す一つの球体。中山組を表す

『N』のピース。中山組はひとつのピース

となるべく、未来志向で唯一無二の企業

として歩み続けます。

（田邊 隆久）

（３）遠隔臨場とは、動画撮影用カメラにより撮影した映像と音声をWeb会議システム等を利用して「段階確認」、
「材料確認」と「立会」を行うことである。Gリポートは、エコモット株式会社（札幌市）と株式会社中山組
で共同開発した遠隔臨場に特化したモバイルコミュニケーションツールで、材料や出来形、寸法、外観・雰
囲気の確認・検査などが可能である。
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（要約）

○ロシアによるウクライナ侵攻は欧州の強い反発につながっており、経済制裁の効果と侵略

行為への批判により、プーチン氏の力は国内外で低下。

○欧州は中長期的に石油・天然ガス供給のロシアへの依存を断ち切り、世界的な食糧危機解

決のため、ウクライナからの穀物輸出に尽力。

○一方、日本企業はウクライナへの復興支援に協力すると共に、ロシア・ビジネス再検討へ

の目配りが必要に。

はじめに

欧州経済・ビジネスの現状と展望について、６月と７月の二回に分けて述べていきます。今回

はロシアによるウクライナ侵攻を中心に、欧州から見た対外的な問題について、次回はコロナ対

応と政権交代など欧州域内の問題について検討します。

６月半ばの時点でもなお、ロシアによるウクライナ侵攻は続いています。ロシア・ウクライナ

と地理的に接する欧州は、これにどう対応しているのでしょうか。さらに日本企業はどう対応す

べきでしょうか。

ここでは全体を三部に分け、第一に、ロシアのウクライナ侵攻は、そもそもなぜ侵攻が始まっ

たのか、欧州がどのように対抗しているか、第二に、欧州が今後長期間にわたるロシア・ウクラ

イナとの関係をどう考えているか、第三に、日本企業は以上のような変化にどう対応するべき

か、といった点を中心に検討します。

１．ロシアのウクライナ侵攻－プーチン氏の誤算

２月下旬、ロシアはウクライナに対し、首都キーウを含む多方面に侵攻を開始しました。その

背景については、既にさまざまな説明がなされています。ここではウクライナと欧州との関係に

注意して考えていきましょう。ウクライナは以前からロシアと欧州の間で揺れ動いており、今回

ロシアがなぜウクライナに侵攻を始めたのか、その理由が明確になるためです。

地理的に見ると、ウクライナは欧州とロシアに挟まれるように位置しています。しかし、歴史

的にみると、ウクライナはロシアと同じ起源を持ち、旧ソ連の一部を構成していましたが、冷戦

終結後の１９９１年、ウクライナは独立した国家になりました。但しロシアはその後も、ウクライナ

は自らの「勢力圏」に属している、という発想を強く持っています。

その後、ウクライナ国内では、欧州との関係を深めたい民主派と親ロシア派との対立が続きま

した。２０１３年１１月から、当時の親ロシア派大統領の下、欧州との関係強化を進める政策の手続が

停止されると市民の反発によるデモが発生し大統領はロシアに亡命しました。

ウクライナ侵攻と欧州経済・ビジネス－日本企業の視点から－
国際大学 特別招聘教授

林 秀毅

寄稿
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１９８９年 ベルリンの壁が崩壊、冷戦は終結へ（１１月）

１９９１年 ウクライナ独立（１２月）
旧ソビエト連邦崩壊（同上）

１９９９年 EU、単一通貨ユーロ導入（１１か国で発足）

２０００年 ロシア、プーチン氏大統領就任（５月、一時首相を務めるが、現在まで実権を掌握）

２００４年 旧社会主義国を含む１０か国がEU加盟、全２５か国に（５月）
ウクライナ、民主化を求めるオレンジ革命（１１月）、選挙により親欧政権成立（翌１月）

２０１０年 親ロシア政権成立（２月）

２０１４年 ウクライナ、政権の反欧姿勢を批判するマイダン革命（２月）、選挙により親欧政権成立（６月）

ロシア、クリミア半島を実効支配（３月）

２０１９年 親欧派のゼレンスキー氏、大統領就任（５月、現在に至る）

２０２０年 EUから英国が離脱（１月）

２０２２年 ロシア、ウクライナに侵攻開始（２月）
EU、経済制裁措置を公表（３月、その後段階的に強化）

EU、ロシアへの化石燃料依存からの脱却策を公表（５月）

（図表１）ウクライナと欧州・ロシア動向

（出所）各種資料により筆者作成。

この頃、ロシアにクリミア半島を実効支配される事態が発生しましたが、政権については、親

欧州派の政権が続き、現職のゼレンスキー大統領に至っています。（図表１）

以上の経緯は、国内のメディアでも紹介されており、すでにご存じの読者も多いと思います。

一方、以上のようにウクライナが親欧州の姿勢を取っていたものの、欧州側はウクライナと一定

の距離を保っていたことには注意が必要です。この背景として、ウクライナが欧州連合（EU）

とロシアの間に位置し「緩衝地帯」という位置付けだったことがあります。そのため、ウクライ

ナのEU加盟を早期に認めようという動きはありませんでした。

こうした中、２０１４年にクリミア半島がロシアの実効支配下におかれました。一方、ウクライナ

東部でも一部の地域をロシアが実効支配し紛争が続いていました。

次に、２月にプーチン氏がウクライナ侵攻に踏み切った後は、ロシアのプーチン氏にとって以

下のような誤算が生じました。

第一に、ウクライナ国内が結束し、ロシアの攻撃に強く抵抗したことです。この点、ロシアは

２０１４年のクリミア実効支配を短期間で成功させた経験により、ロシアがウクライナを甘く見てお

り、今回も早期に決着をつけられると考えていた可能性があります。ウクライナに隣接するポー

ランドなど欧州の国々も、ウクライナからの避難民の受け入れなど、積極的な支援を行いまし

た。

第二に、欧州が米国や日本と歩調を合わせる形で、３月以降、ロシアに対し強い経済制裁を行

う姿勢を打ち出したことです。この点については次節で詳しく述べます。

特にEU内では、従来、ドイツがロシア寄りの姿勢を取っていたため、加盟国間でなかなか足
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（図表２）

（出所）欧州委員会資料に基づき作成

並みが揃いませんでした。ドイツが経済大国であり、天然ガスなどロシアのエネルギーに依存し

てきた、という事情があるためです。

しかし、ロシアがウクライナ侵攻により、多くの一般市民の犠牲者を出したことなどにより、

ドイツを含むEUの加盟国は、ロシアに厳しい経済制裁を科すことで一致しました。EUは市民の

基本的人権の尊重を非常に重視しており、経済的な利害に優先すると考えているためです。

第三に、５月１８日、フィンランドとスウェーデンが北大西洋条約機構（NATO）に加盟を申請

しました。両国ともEU加盟国ですが、ロシアに近接しているため、これまでは欧米との安全保

障の枠組であるNATOへの加盟申請を控え中立を維持していました。

以上のように、ロシアの取った軍事行動は、以上のような欧州の強い反発により、かえって自

らを不利な立場に追い込む結果につながった、と言わざるを得ません。

２．ロシアへのエネルギー依存と食糧危機にどう取り組むか

それでは、ロシアによるウクライナ侵攻は、欧州の経済とビジネスにどのような影響を与えて

いるのでしょうか。大きく二つの側面が考えられます。

先ず、ロシアへのエネルギー依存から脱却する必要性が高まったことです。

この点は、前節で述べた欧州による厳しい経済措置として、天然ガス・石油・石炭といった化

石燃料のロシアからの輸入を段階的に削減していく方針が取られることにつながりました。（図表

２）
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（図表３）英国政府が２０２２年４月に公表した

「エネルギー安全保障戦略」

ロシアによるウクライナ侵攻後、３月上旬には、EUはロシアからの天然ガスを始めとする化

石燃料のロシアへの依存から段階的に脱却する計画を明らかにしました。この背景には、ロシア

に支払う代金がウクライナと戦う戦費に充てられること、ロシアがエネルギー供給をウクライナ

問題の交渉上の材料とすることに対する懸念がありました。

その後、５月１８日には、ロシアの化石燃料への依存からの脱却と、脱炭素の気候変動に包括的

に取り組む政策案が公表されました。

この背景には、ロシアへの依存から脱却するためには、調達先の多様化に加え新たな再生可能

エネルギーの開発など技術的な検討が必須であること、ロシアに対する経済制裁は従来からEU

の最重要政策である脱炭素への取り組みと矛盾しないだけでなく、むしろこれを促進することを

示す狙いがありました。

一方、英国も、ロシアに対し厳しい姿勢を取っている点はEUと同様です。しかし、英国は北

海に石油・天然ガスの資源を持ちロシアへのエネルギー依存度が低いことに加え、EUと比較し

てロシアから距離的に離れているため地政学的な利点もあります。さらに、英国は政府と高い技

術を持つ企業が協力し、進んだ脱炭素戦略を打ち出しています。（図表３）

さらに、英国はブレグジット（EU離脱）

後、トラック輸送の労働力が不足し物流が滞

るといった問題を抱えています。そこにエネ

ルギー価格の上昇が追い打ちをかけ、物価の

上昇がEUと比較しても深刻になっていま

す。

次に、エネルギー政策と並び、食糧支援が

大きな問題となります。世界第５位の小麦生

産量を持つウクライナの農産物を輸出するた

めの港がロシアにより実質的に封鎖されてい

ることが直接の原因です。

そのため、EU側まで陸路で輸送し、EUの

港から世界各地に輸出することなどが試みら

れてきました。しかし、世界的な食糧の供給

不足と価格上昇を抑えるには至っていませ

ん。

さらにEUは域内で十分な食糧を生産でき

るため、食糧が不足しがちなアフリカなど発

展途上国への支援を重視しています。EU域

内の政策は、肥料や飼料価格の上昇について

生産者に補助などを行うことが中心になって

います。
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これに対し英国では、もともと食糧を輸入に依存する度合いが高く、ブレグジットによりEU

から食糧を輸入するための手続が煩雑になっていた所に世界的な食糧不足が加わり、影響はより

深刻です。そのため英国の政策は国民の生活水準を維持するため、消費者に対する補助などに重

点が置かれています。

３．日本企業の取り組みに何が必要か

最後に、ロシアのウクライナ侵攻により、日本企業には今後どのような取り組みが求められる

のでしょうか。先述のように戦争の推移には依然不透明感が強いものの、ここでは中長期的な視

点から考えていきたいと思います。

第一に、ウクライナの復興支援です。

戦闘が行われている間、ウクライナは欧米諸国から武器の支援を受けることを最優先に考えざ

るを得ません。

しかしその一方で、戦後の復興を見据え、道路や空港などインフラ整備の高い技術と国内外で

復興に取り組んだ経験を持つ日本の協力については、ウクライナ自身が、既に強い希望を寄せて

います。

ウクライナは元々、科学技術の水準が高く、近年ではIT関連産業が発展しています。技術力

と英語力を持つ人材が豊富であり、ロシアによる侵攻以前から、ソフトウェアの開発などの分野

では日本企業との関係が深まっていました。

また、ウクライナでは日本のアニメや食文化に対する関心も高く、復興がある程度進んだ段階

では、人口約４，５００万人の市場は日本企業にとって魅力的といえます。

なお、今後について、欧州にはウクライナのEU加盟という難しい問題があります。ウクライ

ナは従来からEUに対し、早期加盟を求めています。しかしEU加盟の実現には、ウクライナは加

盟交渉の場で、政治・経済・社会の広い分野の制度・政策がEUの求める水準に達していること

を明らかにする必要があります。EUは政治的な判断により、ウクライナに正式加盟前に何らか

の特別な地位を与えることが検討される余地はあります。一方、経済的にみると、EUがウクラ

イナのような規模が大きく戦争で深い傷を負った国の復興について費用を全て負担することには

無理があります。

ロシアによる侵攻という緊急時に、欧州はウクライナを全面的に支援する姿勢を見せてきまし

た。一方、長期的な復興支援については、日本を含む各国がそれぞれの得意分野で協力しながら

取り組む枠組みが必要になるでしょう。

第二に、ロシア・ビジネスの再検討です。

５月９日、ロシアの対独戦勝記念式典において、プーチン氏は侵攻の正当性を主張し、戦闘継

続の姿勢を示しました。しかしこの時、懸念されたような国民に戦果を誇る「勝利宣言」や、兵

力を増員するための「戦争宣言」はありませんでした。

６月半ばの時点で、ロシアによる侵攻の着地点が見えない中、日本も欧米に歩調を合わせる形

で、ロシアに対する経済制裁を継続しています。

一方、前節で述べたように、欧米と日本がロシアへのエネルギー依存から脱却する厳しい経済
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ウクライナ情勢緊迫化によるロシア・ビジネスへの影響

１．回答企業のうち５５％が「一部もしくは全面的に事業（操業）を停止」と回答。

撤退済み／撤退決定は０．９％にすぎない。

２．全体の８６％が、駐在員の「一部もしくは全員を退避」と回答。

その内、全員退避は７５％。

３．全体の７４％が、ロシアへ帰還する時期は「わからない／検討中」と回答。

帰還するきっかけは、両国の停戦合意、ロシア・西側諸国双方の制裁緩和ないし撤廃。

４．退避が長引いた場合、全体の６１％が「ロシア人従業員への権限移譲」を検討。

（回答企業１１１社、調査期間：２０２２年４月１５日～４月１９日）

ウクライナ情勢に係る欧州の動向

EU：ロシアの化石燃料依存からの脱却計画を発表（５月２０日）

ドイツ：エネルギー安保の第２次進捗報告書を発表、ロシア産エネルギーへの依存度急減（５月６日）

フランス：ルノーがロシア事業の売却を決定（５月１８日）

英国：追加関税など新たな制裁措置を発表（５月９日）

北欧：フィンランド、スウェーデン両政府、NATOへの加盟申請を発表（５月１７日）

ハンガリー：欧州委員会によるロシア産原油の禁輸措置に反対（５月１７日）

（図表４）

（出所）ジェトロ「在ロシア日系企業向け緊急アンケート」（２０２２年４月）

及び「ウクライナ情勢に係る各国・地域の見方」（Webサイト、逐次更新）

制裁を行う大きな理由は、自らが支払った資金がロシアの軍事費に充てられることを避けたいと

いう点にあります。

しかし、欧州現地には「EUが強力な経済制裁を続けても、ロシアは中国などにエネルギーを

供給し経済制裁の効果は得られない。柔軟に調整しやすい関税により、状況に応じロシアからの

エネルギー供給を調整した方が有効」という意見があります。

中長期的にも、前節で述べたように、EUが天然ガスでは輸入全体の半分近いロシアからの供

給から完全に脱却することは簡単ではありません。EUが再生可能エネルギーなどをより幅広く

活用する必要が生じ、調達コストが上昇することが予想されます。

一方、４月に行われた「ロシア日系企業アンケート調査」によれば、多くの企業が一部または

全部の事業を停止しています。さらにロシアからの完全な撤退を決めた企業は少なく、欧米企業

との温度差が感じられます。（図表４）

しかし今後も、西側諸国によるウクライナへの最新兵器の供給と、ロシアへの経済制裁が一段

と強化されるでしょう。一方、ロシア国内では、兵器や兵力に限界が生じ、情報統制にもかかわ

らず戦況の悪化が国民に伝わるため、ロシア国内でも反戦の声が強まってくるはずです。

今後のさまざまな状況変化に対応できるよう、日本企業、特にロシアと地理的に近く、ロシア

とビジネスのつながりも深い道内企業は、外交レベルで両国間の関係が冷え込んだ現在こそ、企

業及び個人レベルでは信頼関係の維持に目配りをする必要があるでしょう。（６月１０日記）
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図１ 国内外のジェトロ事務所（２）

はじめに

新型コロナウイルスの流行が始まってから約２年が経ちましたが、生活の中に「オンライン」
が定着しつつあります。総務省の『令和３年版情報通信白書』（１）によると、企業活動では在宅勤
務、テレワークが普及し、消費行動では買い物をインターネットを通じ行う人が増加していま
す。また、今後デジタル化が進展することで利用が進むと考えられるサービスについてのアン
ケートでも「インターネットショッピング」「オンライン会議」が上位となっています。

そのような中、世界との輸出ビジネスについてもオンラインが主流となってきています。本稿
では、ジェトロのオンラインを活用した輸出支援事業とオンライン商談のコツについてご紹介し
ます。

１．コロナ禍におけるジェトロのオンライン輸出支援事業

まず、ジェトロがどういった組織か
を簡単にご紹介いたします。

ジェトロは正式名称を「独立行政法
人日本貿易振興機構」といい、経済産
業省の下部組織です。国内には東京本
部を含め５１か所の支所・事務所があ
り、海外にも７６か所の拠点を持ってい
ます。

北海道には、札幌に「ジェトロ北海
道事務所」があるほか、函館、旭川に
アドバイザーが１名ずつ駐在し、帯広
では帯広商工会議所へ業務委託を行う
形で窓口を置いています。ジェトロでは、海外展開（輸出・進出）をご希望の事業者さま（特
に、中小企業の事業者さま）に向けて、さまざまなご支援、サービスを提供しています。

もともとジェトロでは海外バイヤーを招聘した商談会の実施や、現地展示会への出展支援
（ジェトロブースへの参加）事業などを行ってきましたが、新型コロナウイルスの流行によりリ
アルでの開催ができなくなってしまいました。その代わりに開始したのが、オンラインで行う輸
出支援事業です。以下では、四つの事業をご紹介いたします。

① JAPAN STREET

「JAPAN STREET」（３）とは、ジェトロが招待した海外バイヤー専用のオンラインカタログサ

アジアニュース

コロナ禍におけるジェトロの輸出支援サービスについて
北洋銀行 国際部 海外展開支援グループ

独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）北海道貿易情報センター派遣

浅見 友木乃

（１）総務省『令和３年版情報通信白書』 第１部、第２章 コロナ禍で加速するデジタル化
https : //www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r０３/pdf/n２１０００００．pdf

（２）ジェトロウェブサイトより https : //www.jetro.go.jp/jetro/network.html
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図２ JAPAN STREET

トップページイメージ

図３ JAPAN STREET

商品ページイメージ

図４ JAPAN MALL事業と取引の流れ

イトです。輸出可能な日本企業の商品を本サイトに掲載していただくと、本サイトを閲覧した
海外バイヤーから、ほしいと思った商品に関する商談依頼や見積依頼（引き合い）などがきま
す。参加料、商品登録料は無料です。

② JAPAN MALL

「JAPAN MALL」（４）とは、世界６０以上の連携先EC（電子商取引）バイヤーに商品を紹介す
る事業です。原則、国内納品・国内買取・円建て決済で取引が完結するため、複雑な輸出手続
きが不要です。さらに成約した商品のプロモーションを連携先とジェトロが実施します。こち
らも参加料、商品登録料は無料です。

（３）JAPAN STREET https : //www.jetro.go.jp/services/japan_street.html
（４）JAPAN MALL https : //www.jetro.go.jp/services/japan_mall.html
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図５ ２０２１年８月開催 北海道産食品サンプルショールーム（ジェトロ香港撮影）

③ JAPAN LINKAGE

「JAPAN LINKAGE」（５）では、通年型オンライン展示会（BtoBのマッチングサイト）への出
展を通じて、世界中のバイヤーとの商談機会を提供します。

今年度はAlibaba.com、VirtualExpo、RangeMe、Tradeindiaへの出展支援を行っています。企
業さまは各展示会に単独で出店するより安価な費用でご参加いただくことができ、製品ページ
作成のサポート、日本特集ページへの掲載、リスティング広告（６）などジェトロ独自のサービス
も受けられます。

④ 食品サンプルショールーム

「食品サンプルショールーム」（７）とは、商品（食品）のサンプルを海外のジェトロ現地事務
所などへ送り、その会場にバイヤーを招聘、バイヤーはサンプルを見て、希望があればサプラ
イヤーとオンライン商談を実施することができるという事業です。サプライヤーは渡航できな
い中で実際に商品を手に取ってもらいながら商談をすることができます。参加料は無料です。

以上、代表的なサービスをご紹介いたしましたが、これらについてはすべてウェブサイトがあ
りますので、詳しい情報はそちらでご覧いただけます。

（５）JAPAN LINKAGE https : //www.jetro.go.jp/services/japan_linkage.html
（６）リスティング広告とは、インターネット広告の一つで検索結果に連動して表示される広告のこと。
（７）食品サンプルショールーム https : //www.jetro.go.jp/agriportal/online/c５１da３５６１ba８２f４c.html
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２．オンライン商談のコツ

上記１（オンライン輸出支援事業）でお伝えしたサービスでは、海外バイヤーとの商談は
ZoomやMicrosoft Teamsを用いたオンライン方式が前提となります。私がジェトロ事業を通して
数多くのオンライン商談に同席し、感じたことをお伝えします。

① 環境・背景

Wi-Fiなどのインターネット環境が悪く、画面共有ができない、画面が止まってしまう等の
トラブルがあると、商談時間を浪費してしまいます。事前にインターネット環境は確認するこ
とをお勧めします。

また、マイクが周りの音声を拾ってしまうこともありますので、なるべく個室などの静かな
環境を選びましょう。背景についてもオンラインだと気になることがありますので、背景画像
を設定するなど、気を遣いましょう。

② 時間配分

たいていの商談時間は３０分～５０分くらいの間で設定されることが多いように思います。相手
が海外バイヤーの場合、通訳がオンライン商談に同席することが多いですが、その際、一文一
文を通訳していくので、商談時間は実質半分になります。時間配分がうまくいかず、企業概要
の説明で終わってしまった商談も見たことがあります。
３０分の場合、実質１５分の中で５分を企業概要に、１０分を商品紹介に充てる企業が多いように

感じます。時間切れになり、十分な説明ができないことがないように気をつけましょう。

③ プレゼン資料の作成

できれば企業概要や商品説明にはMicrosoft PowerPointのようなプレゼンテーションソフトを
使うことをお勧めします。印刷した資料をカメラに掲げても、うまく映らず読みづらくなって
しまうことがあります。プレゼン資料には動画や写真も挿入することができますので、画面切
替を行うことなくバイヤーに見せることができます。

また、PCでプレゼンする際には「英語読み上げソフト」が使えます。あらかじめ入力した
英語の文章を読み上げしてくれるソフトです。ジェトロの商談会では、ジェトロ側が通訳を手
配するため言語の心配はありませんが、当該ソフトを使いプレゼンテーションを行うことで通
訳する時間を削減できますので、実質の商談時間を延ばすことができます。

④ 動画の活用

リアルで商談会をしていた際には、バイヤーが商品を実際に手に取って商談をすることがで
きましたが、オンラインでは手に取ることができません。オンラインでもわかりやすく商品の
情報を伝えるために、動画の活用をお勧めします。

動画と聞くと、高いお金を出して、業者に制作を依頼しないといけないと思う方もいらっ
しゃると思いますが、必ずしもそうしなければならないわけではありません。

スマートフォンの無料アプリでの制作も可能です。スマートフォンで撮影した画像を並べ、
BGMをつけるだけでそれっぽいものが完成します。特に食品の場合は、海外では食べ方がわ
からない場合がありますので、食べ方がわかるようなシーンを入れると効果的です。
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図６ 写真を使った動画制作のポイント YouTube jetroseminar（８）

この二次元バー

コードから動画

をご覧いただく

ことができま

す。

なお、写真を使った動画制作のポイントについてはジェトロがYouTubeに動画を掲載してお
ります。YouTubeのjetroeventアカウントで、北海道企業さま向けにジェトロが制作した動画も
アップロードしていますので是非ご覧ください。

以上、簡単に四つほどコツをお伝えしましたが、オンライン商談のコツについてはジェトロで
も度々無料セミナーを開催しておりますので、詳しくはジェトロウェブサイト「イベント情
報（９）」をご覧ください。

おわりに

新型コロナウイルスの影響で海外への渡航が難しい状況が続いておりますが、北洋銀行国際部
並びにジェトロ北海道では、海外輸出・進出をご希望されるお客様へ様々なソリューションをご
用意しております。海外ビジネスについてのご希望がございましたらお気軽に支店担当者または
国際部海外展開支援グループにご相談ください。

（８）YouTube jetroseminar https : //www.youtube.com/watch?v=PT-FaUGQTdg
（９）イベント情報 https : //www.jetro.go.jp/events/
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１８年度 ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．７ △５．６ ９９．９ △３．８ ９２．２ △６．１ ９８．９ △３．６ １０８．８ ７．５ １０１．７ ２．８
２０２０年度 ８３．３ △１０．１ ９０．３ △９．６ ８３．３ △９．７ ８９．２ △９．８ ８５．４ △２１．５ ９１．５ △１０．０
２０２１年度 ８８．６ ６．４ ９５．５ ５．８ ８９．５ ７．４ ９３．３ ４．６ ８７．８ ２．８ ９７．７ ６．８

２０２１年１～３月 ８７．１ ３．２ ９６．３ ２．６ ８７．９ ４．１ ９４．５ １．６ ８８．６ △３．４ ９４．５ △１．６
４～６月 ８９．３ ２．５ ９６．５ ０．２ ９１．６ ４．２ ９５．３ ０．８ ８７．０ △１．８ ９５．７ １．３
７～９月 ９０．１ ０．９ ９４．７ △１．９ ９１．４ △０．２ ９２．２ △３．３ ８８．２ １．４ ９７．９ ２．３
１０～１２月 ８６．４ △４．１ ９４．９ ０．２ ８６．９ △４．９ ９２．４ ０．２ ８９．１ １．０ ９９．９ ２．０

２０２２年１～３月 ８９．０ ３．０ ９５．７ ０．８ ８８．４ １．７ ９２．９ ０．５ ９１．１ ２．２ １００．９ １．０
２０２１年 ４月 ８８．６ ０．９ ９８．４ １．１ ９１．０ ２．１ ９６．０ １．３ ８７．８ △０．９ ９４．７ ０．２

５月 ８８．９ ０．３ ９２．３ △６．２ ９１．６ ０．７ ９３．５ △２．６ ８７．８ ０．０ ９４．２ △０．５
６月 ９０．４ １．７ ９８．９ ７．２ ９２．１ ０．５ ９６．５ ３．２ ８７．０ △０．９ ９５．７ １．６
７月 ９２．６ ２．４ ９８．１ △０．８ ９３．４ １．４ ９６．１ △０．４ ８７．４ ０．５ ９５．４ △０．３
８月 ８９．８ △３．０ ９６．２ △１．９ ９１．３ △２．２ ９３．６ △２．６ ８７．３ △０．１ ９５．３ △０．１
９月 ８８．０ △２．０ ８９．９ △６．５ ８９．６ △１．９ ８６．９ △７．２ ８８．２ １．０ ９７．９ ２．７
１０月 ８７．１ △１．０ ９１．８ ２．１ ８７．９ △１．９ ８９．１ ２．５ ８９．７ １．７ ９８．４ ０．５
１１月 ８６．１ △１．１ ９６．４ ５．０ ８６．９ △１．１ ９３．９ ５．４ ８９．４ △０．３ ９９．８ １．４
１２月 ８５．９ △０．２ ９６．６ ０．２ ８５．８ △１．３ ９４．１ ０．２ ８９．１ △０．３ ９９．９ ０．１

２０２２年 １月 ８８．５ ３．０ ９４．３ △２．４ ８８．８ ３．５ ９２．７ △１．５ ９２．３ ３．６ ９９．２ △０．７
２月 ８７．２ △１．５ ９６．２ ２．０ ８７．５ △１．５ ９２．７ ０．０ ８９．４ △３．１ １０１．３ ２．１
３月 r ９１．３ ４．７ ９６．５ ０．３ r ８８．８ １．５ ９３．３ ０．６ r ９１．１ １．９ １００．９ △０．４
４月 p９１．４ ０．１ ９５．１ △１．５ p９２．７ ４．４ ９３．０ △０．３ p９１．５ ０．４ ９８．６ △２．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，６０６△１．４ １９３，４５７△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２５ △５．６ ７７０，３１７ ０．１ １３３，０３２ ０．２
２０２０年度 ９７０，２４１△３．４ １９６，２９７△５．１ １３５，１５２ △２７．５ ４５，６１２ △２４．５ ８３５，０８９ ２．０ １５０，６８５ ２．９
２０２１年度 ９７８，０４１ ０．８ １９９，９７８ １．９ １４４，７６３ ７．１ ４９，６８３ ８．９ ８３３，２７７ △０．２ １５０，２９５ △０．３

２０２１年１～３月 ２３７，０２３△１．４ ４７，９４９△２．１ ３５，９３１ △９．９ １１，７３６ △１０．１ ２０１，０９３ ０．２ ３６，２１２ ０．６
４～６月 ２３４，１１９ ２．５ ４７，３５６ ５．８ ２９，３８５ ３７．１ １０，４２２ ４０．９ ２０４，７３４ △１．１ ３６，９３４ △１．１
７～９月 ２３９，５８４△１．３ ４８，７７９△１．４ ３２，７５９ △９．４ １１，０９９ △４．８ ２０６，８２５ ０．１ ３７，６７９ △０．４
１０～１２月 ２６５，８５０ １．５ ５４，９８８ １．６ ４７，１２６ １３．２ １５，７７３ ６．４ ２１８，７２４ △０．８ ３９，２１６ △０．２

２０２２年１～３月 ２３８，４８８ ０．６ ４８，８５６ １．９ ３５，４９３ △１．２ １２，３８９ ５．６ ２０２，９９５ ０．９ ３６，４６６ ０．７
２０２１年 ４月 ７７，９４２ ７．８ １５，５２５ １５．７ １０，８０１ ９９．７ ３，５３６ １５３．１ ６７，１４２ ０．４ １１，９９０ △０．２

５月 ７６，７６７ ３．７ １５，４１０ ６．０ ８，０８４ １１６．３ ２，７６８ ５８．８ ６８，６８３ △２．３ １２，６４２ △１．２
６月 ７９，４１０△３．４ １６，４２１△２．２ １０，５０１ △１４．５ ４，１１８ △３．３ ６８，９０９ △１．４ １２，３０３ △１．８
７月 ８２，１３４ ０．１ １７，１３７ １．３ １２，０８６ △５．０ ４，４５８ ２．６ ７０，０４９ １．１ １２，６７９ ０．８
８月 ８０，８７６△２．７ １６，０７８△４．８ ９，７７０ △１４．４ ３，１０２ △１３．９ ７１，１０６ △０．８ １２，９７６ △２．３
９月 ７６，５７４△１．３ １５，５６４△０．７ １０，９０４ △９．１ ３，５４０ △４．５ ６５，６７０ ０．１ １２，０２４ ０．４
１０月 ８０，２７２ ２．２ １６，５１８ １．３ １３，３６３ ３．７ ４，２６５ ２．５ ６６，９０９ １．９ １２，２５３ ０．９
１１月 ８１，９７９ ２．１ １７，０７８ １．８ １４，３００ ２５．０ ４，９７５ ７．５ ６７，６７９ △１．７ １２，１０３ △０．４
１２月 １０３，５９９ ０．４ ２１，３９２ １．７ １９，４６４ １２．４ ６，５３２ ８．３ ８４，１３６ △２．０ １４，８６０ △０．９

２０２２年 １月 ８１，１４３ ０．６ １６，７６７ ３．０ １２，０１８ ７．０ ４，１６３ １４．５ ６９，１２５ △０．４ １２，６０４ △０．３
２月 ７３，８５５△１．１ １５，０３６ ０．５ ９，５４４ △１３．２ ３，５１６ △１．８ ６４，３１１ １．０ １１，５２０ １．２
３月 ８３，４９０ ２．１ １７，０５３ ２．１ １３，９３０ １．７ ４，７１１ ４．２ ６９，５６０ ２．２ １２，３４２ １．３
４月 ７９，９８２ ２．６ １６，２４２ ４．６ １２，２１４ １３．１ ４，１８１ １８．２ ６７，７６８ ０．９ １２，０６１ ０．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。
■２０２０年３月に対象事業所の見直しを行ったため、これに関わる前年（度、同期、同月）比増減率は、ギャップを調整するリンク
係数で処理した数値で計算している。

主要経済指標（１）

― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０２２年７月号

ｏ．３１１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２４～０２８　主要経済指標  2022.06.17 14.16.49  Page 24 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１１ ２．２ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７
２０２０年度 １５５，９６１ ４．６ ４９，１７２ ８．４ ２８１，６９０ △０．６ ７２，３４２ ３．２ １４０，４４９ ５．３ ３５，２１１ ６．７
２０２１年度 １５１，７５９△２．７ ４６，８７９△４．７ ２８２，２７４ ０．２ ７３，９２２ ２．２ １３８，４３７ △１．４ ３３，６８３ △４．３

２０２１年１～３月 ３９，７２３ ８．３ １２，２２５ １１．１ ６７，３１１ △７．３ １７，３４５ △２．８ ２７，０１８ ４．２ ７，６４４ ３．３
４～６月 ３４，７４２△４．７ １１，１５３△３．８ ７０，５２４ △０．８ １８，３４９ △０．２ ４０，４１１ △１．３ ９，０８９ △４．５
７～９月 ３９，４７３ ３．１ １１，６７０△８．５ ７３，３０２ ０．９ １８，８０１ １．９ ３５，６１０ ０．０ ８，３６５ △６．８
１０～１２月 ３８，３７４△７．６ １１，８１８△６．２ ６９，７３０ △１．３ １８，５７１ ２．２ ３６，５９２ △０．９ ８，８０７△２．９

２０２２年１～３月 ３９，１７０△１．４ １２，２３８ ０．１ ６８，７１８ ２．１ １８，２０２ ４．９ ２５，８２４ △４．４ ７，４２２ △２．９
２０２１年 ４月 １１，５４１ １５．８ ３，５２９ １４．８ ２３，４２６ １．１ ６，００２ △３．０ １２，８１８ ４．５ ３，０３３ １．６

５月 １１，５１９ １．４ ３，８３０ ０．９ ２２，６７５ △２．０ ６，１７８ １．８ １４，４８５ △３．２ ３，２２６ △４．８
６月 １１，６８２△２２．７ ３，７９５△１９．７ ２４，４２３ △１．４ ６，１７０ ０．８ １３，１０８ △４．３ ２，８３０ △１０．１
７月 １４，７０９ １４．５ ４，４２２△２．９ ２４，０２６ △０．９ ６，３３４ ２．１ １３，１７３ １．５ ２，９４０ △２．４
８月 １２，６７２△４．４ ３，６９７△１８．３ ２５，１３５ ２．３ ６，４３６ ０．４ １１，６０２ △４．４ ２，７７２ △１４．０
９月 １２，０９２△０．８ ３，５５１△３．３ ２４，１４１ １．３ ６，０３２ ３．２ １０，８３５ ３．３ ２，６５４ △３．２
１０月 １１，８１５△０．４ ３，５１１ １．９ ２２，８９９ △０．８ ６，０８１ ４．６ １１，５７３ １．２ ２，７９７ ０．０
１１月 １１，８３９△１３．４ ３，５７９△１０．６ ２３，０１１ △３．０ ５，９０９ １．１ １１，１９６ △４．０ ２，７０８ △４．０
１２月 １４，７２０△７．９ ４，７２８△８．３ ２３，８２０ ０．０ ６，５８１ １．２ １３，８２３ ０．１ ３，３０２ △４．３

２０２２年 １月 １２，８４５△５．２ ４，２３５△１．７ ２３，８９９ △１．２ ６，１７５ ５．７ ９，０５４ △１．２ ２，５０５ △２．６
２月 １０，３３７△８．６ ３，４６６△０．８ ２３，４６７ ５．９ ５，８０２ ４．５ ７，３６３ △４．１ ２，２４６ △４．１
３月 １５，９８８ ７．５ ４，５３６ ２．６ ２１，３５２ １．９ ６，２２５ ４．６ ９，４０７ △７．５ ２，６７１ △２．２
４月 １２，６１７ ９．３ ３，５７８ １．４ ２３，９４３ ２．２ ６，１８９ ３．１ １３，４３２ ４．８ ２，９８６ △１．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。
■ドラッグストアの一部事業所の数値の訂正があり、２０１８年１月～１２月分まで遡及して訂正（年間補正）を行ったため、これに関
わる前年（度、同期、同月）比増減率は、リンク係数で処理した数値で計算している。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９
２０２０年度 ５６２，６６４△３．４ １１５，６００△５．０ ２６４，５９０ △３．１ ２７６，１６７ △５．２ ４，６０１ △６５．３ ０ △１００．０
２０２１年度 ５７３，７９２ ２．０ １１８，０４３ ２．４ ２６３，７３３ △０．３ ２８０，９３５ １．７ ６，３７６ ３８．６ ０ △５７．１

２０２１年１～３月 １３１，７３０△２．２ ２７，７７６△２．８ ２５３，１２３ △３．９ ２７６，６７０ △２．５ ９３８ △５９．４ ０ △１００．０
４～６月 １３９，７３７ ２．３ ２９，０８３ ５．０ ２６５，９６３ ３．９ ２８０，７９７ ６．１ １，０４４ １１６．９ ０ △１００．０
７～９月 １５３，６８６ １．５ ３０，６４８ ２．０ ２４４，９０２ △１０．８ ２６６，５５１ △１．７ １，６２６ ７．３ ０ ５０．０
１０～１２月 １４４，２００ ０．９ ３０，０９５ ０．９ ２７２，６８１ △０．８ ２９２，０７７ △０．１ ２，１４１ ２８．６ ０ △１００．０

２０２２年１～３月 １３６，１６９ ３．４ ２８，２１８ １．８ ２７１，３８４ ７．２ ２８４，３１６ ２．８ １，５６５ ６６．８ ０ △１００．０
２０２１年 ４月 ４５，５４２ ４．５ ９，６１８ ８．２ ２７１，９９３ ３．６ ３０１，０４３ １２．４ ４０８ １６３．９ ０ △１００．０

５月 ４６，５１６ １．９ ９，７３４ ５．３ ２７０，６４２ １１．３ ２８１，０６３ １１．５ ３１７ ２２６．３ ０ －
６月 ４７，６７９ ０．５ ９，７３１ １．７ ２５５，２５３ △２．６ ２６０，２８５ △４．９ ３２０ ３９．１ ０ －
７月 ５２，５５０ ４．８ １０，４８４ ６．１ ２５５，９０２ △６．６ ２６７，７１０ ０．３ ５６６ ３６．４ ０ －
８月 ５１，２９９△０．３ １０，１９１△１．２ ２４１，０２４ △１１．０ ２６６，６３８ △３．５ ６１０ １５．０ ０ －
９月 ４９，８３７△０．１ ９，９７３ １．１ ２３７，７８０ △１４．８ ２６５，３０６ △１．７ ４５０ △２１．１ ０ △２５．０
１０月 ４７，５５３△０．４ ９，９２７△０．２ ２４１，１２８ △４．４ ２８１，９９６ △０．５ ６３４ △７．９ ０ －
１１月 ４５，６８７ ０．３ ９，５７２△１．０ ２６７，７６２ ５．１ ２７７，０２９ △０．６ ６９０ ２０．９ ０ －
１２月 ５０，９６０ ２．９ １０，５９６ ３．８ ３０９，１５４ △２．６ ３１７，２０６ ０．７ ８１７ １０１．４ ０ △１００．０

２０２２年 １月 ４６，１３３ ３．８ ９，５３７ ２．９ ２７１，６４４ １２．９ ２８７，８０１ ７．５ ５４８ １２６．８ ０ △１００．０
２月 ４２，６１２ ３．３ ８，７２１ ０．６ ２６２，４８１ １６．７ ２５７，８８７ ２．２ ３７８ ５３．３ ０ －
３月 ４７，４２４ ３．０ ９，９６０ １．７ ２８０，０２７ △４．７ ３０７，２６１ △０．８ ６３９ ４１．９ ０ －
４月 ４７，３００ ３．９ ９，８７３ ２．７ ２８２，４５７ ３．８ ３０４，５１０ １．２ ６４８ ５８．９ p ０ ０．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０２２年７月号

ｏ．３１１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２４～０２８　主要経済指標  2022.06.20 16.52.12  Page 25 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３
２０２０年度 ３１，７７２ △２．２ ８，１２２ △８．１ １，８５２ ５．５ ４０，０３０ △６．９ ９４，８７０ △８．８
２０２１年度 ３２，０９１ １．０ ８，６５９ ６．６ １，７３２ △６．５ ４３，７３８ ９．３ １０３，７３３ ９．３

２０２１年１～３月 ５，７６５ ８．１ １，９１０ △１．６ ３２９ １７．５ ９，８３９ ３．６ ２６，８８１ △２．５
４～６月 ９，８７７ １０．９ ２，２１０ ８．１ ６５２ △９．４ １１，６８２ ９．４ ２４，２３７ １２．６
７～９月 ９，１７１ △２．２ ２，２４７ ７．２ ３９０ △２７．８ ９，５７６ △２．６ ２５，３０７ １３．３
１０～１２月 ８，０６７ ４．５ ２，１９８ ６．１ ３５０ ３３．６ １２，７７７ ３２．０ ２５，６６０ ６．４

２０２２年１～３月 ４，９７６ △１３．７ ２，００４ ４．９ ３３９ ３．０ ９，７０３ △１．４ ２８，５２８ １１．２
２０２１年 ４月 ３，４６８ １７．６ ７４５ ７．１ ９９ △６０．７ ３，６８３ ３．３ ７，８０４ ６．５

５月 ３，１０７ １０．８ ７０２ ９．９ ２０９ △２０．７ ３，９８６ ５．１ ７，１６２ １２．２
６月 ３，３０２ ４．７ ７６３ ７．３ ３４５ ６７．７ ４，０１３ ２０．８ ９，２７１ １８．６
７月 ２，８９０ ０．８ ７７２ ９．９ １３６ △５５．４ ３，４９８ ６．７ ７，６７５ １１．１
８月 ２，９９６ △２０．２ ７４３ ７．５ １３７ ６．８ ２，７７２ △１５．０ ７，３３１ １７．０
９月 ３，２８５ １９．３ ７３２ ４．３ １１８ ８．８ ３，３０６ ０．４ １０，３０１ １２．５
１０月 ３，０４３ １２．３ ７８０ １０．４ １６１ ５０．７ ４，９００ ４８．８ ７，７１６ ２．９
１１月 ２，９３３ ９．０ ７３４ ３．７ ８４ ６．５ ３，４１２ １０．４ ８，０７１ １１．６
１２月 ２，０９１ △９．９ ６８４ ４．２ １０６ ３７．６ ４，４６６ ３５．６ ９，８７４ ５．１

２０２２年 １月 １，１１６ △３０．５ ５９７ ２．１ ４７ △６３．６ ２，９３７ △１．７ ７，１１６ ５．１
２月 １，３６８ △９．１ ６４６ ６．３ １３２ １３３．８ ３，４５９ １２．３ ７，１１３ ４．３
３月 ２，４９２ △６．１ ７６１ ６．０ １６０ １１．７ ３，３０６ △１２．３ １４，２９９ ７．６
４月 ３，２３３ △６．８ ７６２ ２．２ １４０ ４１．３ ４，５０２ ２２．２ ９，２９０ １９．０

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４
２０２０年度 １５４，３９１ △９．５ ５２，９６４ △１０．１ ４９，６７７ △１４．１ ５１，７５０ △３．９ ３，８５９，２５０ △７．５
２０２１年度 １３９，８６８ △９．４ ５２，３１０ △１．２ ４１，８１５ △１５．８ ４５，７４３ △１１．６ ３，４７７，６０８ △９．９

２０２１年１～３月 ４３，９９４ △０．６ １５，９１８ ４．５ １２，６６６ △１４．０ １５，４１０ ７．６ １，１９６，８２３ ４．２
４～６月 ３７，００８ １５．３ １３，３７７ ３４．２ １１，０４８ △１２．７ １２，５８３ ３２．９ ８５６，５８９ ２６．４
７～９月 ３４，９５６ △１６．０ １３，４７２ △１．９ １０，５６２ △２１．６ １０，９２２ △２４．２ ８３０，０２８ △１６．４
１０～１２月 ３０，０４５ △１８．１ １１，３３９ △１５．１ ８，８３４ △１８．８ ９，８７２ △２０．８ ８０２，３０５ △１９．１

２０２２年１～３月 ３７，８５９ △１３．９ １４，１２２ △１１．３ １１，３７１ △１０．２ １２，３６６ △１９．８ ９８８，６８６ △１７．４
２０２１年 ４月 １２，７２２ １４．４ ４，３２３ ４７．２ ４，１５４ △１７．０ ４，２４５ ３３．５ ２８８，３９７ ３１．５

５月 １１，４０７ ４０．１ ３，９７２ ４７．３ ３，２０２ △３．３ ４，２３３ ９８．５ ２７１，５６９ ５５．７
６月 １２，８７９ ０．４ ５，０８２ １７．３ ３，６９２ △１４．９ ４，１０５ △１．２ ２９６，６２３ ４．５
７月 １３，７９２ △５．４ ５，２１１ ６．３ ４，５７４ △４．４ ４，００７ △１８．０ ３０９，４６３ △６．４
８月 １０，９５９ △５．６ ４，０７３ １５．３ ３，３５７ △１８．６ ３，５２９ △１０．５ ２６３，６０２ △２．８
９月 １０，２０５ △３３．９ ４，１８８ △２０．９ ２，６３１ △４２．４ ３，３８６ △３９．３ ２５６，９６３ △３４．３
１０月 ９，２９４ △３０．２ ３，５６６ △２０．９ ２，７０２ △３４．３ ３，０２６ △３５．７ ２３０，４９９ △３２．２
１１月 １１，０４６ △１４．２ ３，８７６ △１８．１ ３，３６５ △９．６ ３，８０５ △１４．０ ２９１，６６５ △１３．４
１２月 ９，７０５ △７．５ ３，８９７ △５．２ ２，７６７ △９．２ ３，０４１ △８．８ ２８０，１４１ △１１．１

２０２２年 １月 ９，６１８ △８．３ ３，５５３ △１０．４ ３，１１１ １０．８ ２，９５４ △２０．５ ２７２，４４５ △１６．１
２月 １０，０３５ △１５．６ ３，３２７ △２１．５ ３，０２３ △６．６ ３，６８５ △１６．４ ２８９，８４８ △１９．９
３月 １８，２０６ △１５．８ ７，２４２ △６．１ ５，２３７ △２０．９ ５，７２７ △２１．４ ４２６，３９３ △１６．５
４月 １１，８５０ △６．９ ４，４９８ ４．０ ３，７７１ △９．２ ３，５８１ △１５．６ ２４４，２９２ △１５．３

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０２２年７月号

ｏ．３１１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２４～０２８　主要経済指標  2022.06.17 14.16.49  Page 26 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４
２０２０年度 ９８１，９５１ ２．７ １５３，６５８ ２．３ ０．９６ １．０１ ２７，７７５ △１３．４ ６５８，８３８ △２０．４ ３．１ ２．９
２０２１年度 ９６２，７１７ △２．０ １４０，５０３ △８．６ ０．９８ １．０５ ２９，６２３ ６．７ ７１８，７１９ ９．１ ３．１ ２．８

２０２１年１～３月 １３４，６１７ ４．２ ２７，９６９ △１．１ ０．９５ １．０４ ２９，６８２ △１．９ ７０７，９７５ △９．５ ３．０ ２．８
４～６月 ５２４，４６８ １．０ ５１，５８２ △２．２ ０．９３ ０．９５ ２８，８３９ ７．７ ６７７，２３３ ８．５ ２．９ ３．０
７～９月 ２１８，５８９ △９．４ ３８，１５６ △１２．０ ０．９８ １．０３ ２８，９８０ ７．１ ６９４，８５３ ７．７ ３．３ ２．８
１０～１２月 ７０，６７０ △１８．４ ２５，１６０ △１５．０ １．０１ １．１０ ２９，２６５ ６．１ ７２８，０１８ １０．６ ３．０ ２．６

２０２２年１～３月 １４８，９８９ １０．７ ２５，６０５ △８．５ １．０１ １．１４ ３１，４０７ ５．８ ７７４，７７３ ９．４ ３．１ ２．７
２０２１年 ４月 ２０４，７８３ △２．７ ２０，９４０ △９．２ ０．９１ ０．９５ ３０，６７７ ９．８ ６９０，６２９ １４．３ ↑ ３．０

５月 １５３，８５０ ６．２ １４，１３３ ６．３ ０．９３ ０．９４ ２６，１０７ ４．２ ６２３，５４３ ７．０ ２．９ ３．１
６月 １６５，８３４ １．０ １６，５０８ ０．７ ０．９６ ０．９７ ２９，７３３ ８．８ ７１７，５２８ ４．７ ↓ ３．０
７月 １０２，３０６ △８．１ １３，８９８ △９．９ ０．９９ １．０２ ２９，９３０ ８．６ ６９０，２４４ ７．７ ↑ ２．８
８月 ６５，５００ △１０．３ １１，５７５ △１１．０ ０．９７ １．０３ ２６，６３５ ５．１ ６６３，３３８ ９．２ ３．３ ２．８
９月 ５０，７８２ △１０．７ １２，６８２ △１５．１ ０．９８ １．０５ ３０，３７４ ７．４ ７３０，９７７ ６．４ ↓ ２．８
１０月 ３６，９３３ △１４．８ １０，７６７ △１９．８ １．００ １．０６ ３１，９６３ ３．５ ７７３，０２２ ８．３ ↑ ２．７
１１月 ２１，５５０ △１１．３ ７，５３４ △１４．５ １．０２ １．１０ ２８，７１７ ８．６ ７１０，７４６ １２．７ ３．０ ２．７
１２月 １２，１８５ △３５．８ ６，８５９ △６．６ １．０２ １．１４ ２７，１１４ ６．６ ７００，２８７ １１．２ ↓ ２．５

２０２２年 １月 １１，６０９ ２６．９ ５，２０９ △１７．７ １．００ １．１４ ３０，１０２ ６．９ ７８３，２９２ １３．０ ↑ ２．７
２月 １６，３６６ １６．７ ５，８９７ △９．１ １．０２ １．１４ ３０，３５７ ９．３ ７４２，２９０ ８．１ ３．１ ２．６
３月 １２１，０１３ ８．６ １４，４９９ △４．３ １．０３ １．１３ ３３，７６３ １．９ ７９８，７３６ ７．３ ↓ ２．６
４月 １８４，７３４ △９．８ ２０，１０５ △４．０ １．００ １．０６ ３４，８１０ １３．５ ７７２，６９５ １１．９ － ２．７

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０２０年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０２０年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１８年度 ９９．８ １．４ ９９．７ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１０ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １００．５ ０．８ １００．３ ０．６ ２０７ △７．６ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７
２０２０年度 ９９．８ △０．７ ９９．９ △０．４ １６６ △１９．８ ７，１６３ △１７．０ １０６．０４ ２９，１７９
２０２１年度 １００．２ ０．５ ９９．９ ０．１ １４４ △１３．３ ５，９８０ △１６．５ １１２．３６ ２７，８２１

２０２１年１～３月 １００．０ △０．９ ９９．９ △０．５ ４４ △１７．０ １，５５４ △２８．２ １０５．９０ ２９，１７９
４～６月 ９９．４ △０．５ ９９．４ △０．６ ３３ △４１．１ １，４９０ △１８．９ １０９．４８ ２８，７９２
７～９月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．０ ２８ △１７．６ １，４４７ △２８．４ １１０．１０ ２９，４５３
１０～１２月 １００．５ ０．９ １００．０ ０．４ ３４ ６．３ １，５３９ △１２．１ １１３．７０ ２８，７９２

２０２２年１～３月 １０１．０ １．０ １００．５ ０．６ ４９ １１．４ １，５０４ △３．２ １１６．１８ ２７，８２１
２０２１年 ４月 ９９．３ △０．８ ９９．３ △０．９ １２ △５２．０ ４７７ △３５．８ １０９．１３ ２８，８１３

５月 ９９．５ △０．３ ９９．５ △０．６ ９ △１０．０ ４７２ ５０．３ １０９．１９ ２８，８６０
６月 ９９．５ △０．３ ９９．５ △０．５ １２ △４２．９ ５４１ △３０．６ １１０．１１ ２８，７９２
７月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．２ ９ △２５．０ ４７６ △３９．７ １１０．２９ ２７，２８４
８月 １００．０ ０．４ ９９．８ ０．０ ６ △４５．５ ４６６ △３０．１ １０９．８４ ２８，０９０
９月 １００．２ ０．７ ９９．８ ０．１ １３ １８．２ ５０５ △１０．６ １１０．１７ ２９，４５３
１０月 １００．３ ０．８ ９９．９ ０．１ １２ △７．７ ５２５ △１５．９ １１３．１０ ２８，８９３
１１月 １００．６ １．１ １００．１ ０．５ １５ ２５．０ ５１０ △１０．４ １１４．１３ ２７，８２２
１２月 １００．６ ０．８ １００．０ ０．５ ７ ０．０ ５０４ △９．７ １１３．８７ ２８，７９２

２０２２年 １月 １００．４ ０．６ １００．１ ０．２ ８ １４．３ ４５２ △４．６ １１４．８３ ２７，００２
２月 １００．９ １．０ １００．５ ０．６ １４ △６．７ ４５９ ２．９ １１５．２０ ２６，５２７
３月 １０１．６ １．３ １００．９ ０．８ ２７ ２２．７ ５９３ △６．５ １１８．５１ ２７，８２１
４月 １０２．１ ２．８ １０１．４ ２．１ １６ ３３．３ ４８６ １．９ １２６．０４ ２６，８４８

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０２２年７月号

ｏ．３１１（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２４～０２８　主要経済指標  2022.06.17 14.16.49  Page 27 



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１８年度 ３８４，２５０ ０．８ ８０７，０９９ １．９ １，４３２，８９０ １４．３ ８２３，１９０ ７．２
２０１９年度 ２９８，９１３ △２２．２ ７５８，７８８ △６．０ １，２１７，４００ △１５．０ ７７１，７２４ △６．３
２０２０年度 ２２０，２４５ △２６．３ ６９４，８５４ △８．４ ８４３，９４６ △３０．７ ６８４，６９３ △１１．３
２０２１年度 ３３６，７０２ ５２．９ ８５８，７７７ ２３．６ r１，３３１，４４６ ５７．８ r ９１２，７１７ ３３．３

２０２１年１～３月 ５８，４７８ △１３．７ １９１，９５４ ６．０ ２６４，２７５ △１１．３ １８７，７１４ ２．６
４～６月 ７７，７４７ ５９．２ ２０６，６４６ ４５．０ ２８０，２８８ ４３．３ ２０２，８１４ ２４．２
７～９月 ８６，３０１ ７９．４ ２０８，０００ ２４．９ ２７９，００２ ８０．７ ２１６，５５８ ３６．９
１０～１２月 ８９，１９５ ３７．６ ２２４，３１４ １５．７ ３６６，９４３ ５９．７ ２４０，５２２ ３７．４

２０２２年１～３月 ８３，４５９ ４２．７ ２１９，８１７ １４．５ r ４０５，２１３ ５３．３ r ２５２，８２４ ３４．７
２０２１年 ４月 ３３，０１０ ８６．２ ７１，８０３ ３８．０ ９１，５０５ １０．０ ６９，５３５ １３．２

５月 １９，５２０ ３９．８ ６２，６０６ ４９．６ ９９，７０７ ７６．１ ６４，７３５ ２８．４
６月 ２５，２１８ ４７．０ ７２，２３８ ４８．６ ８９，０７５ ５９．８ ６８，５４４ ３３．１
７月 ２７，７０５ ７３．４ ７３，５４７ ３７．０ ９０，６６９ ８３．１ ６９，２０２ ２８．６
８月 ２８，０３３ ７５．１ ６６，０４８ ２６．２ ８１，１４８ ６６．４ ７２，５８２ ４５．０
９月 ３０，５６３ ８９．８ ６８，４０５ １３．０ １０７，１８６ ９１．０ ７４，７７３ ３８．８
１０月 ３１，９７４ ４６．５ ７１，８３２ ９．４ １１６，２１９ ６８．１ ７２，５８２ ２６．８
１１月 ２９，８６８ ４１．５ ７３，６７０ ２０．５ １１５，４６８ ４９．２ ８３，２３９ ４３．８
１２月 ２７，３５３ ２５．０ ７８，８１２ １７．５ １３５，２５６ ６２．６ ８４，７０１ ４１．２

２０２２年 １月 ２０，５１５ ３６．２ ６３，３１８ ９．６ １２７，０６１ ６９．９ ８５，３１２ ３９．７
２月 ２７，７３５ ７５．８ ７１，８９９ １９．１ １４０，０９７ ５１．３ ７８，６７１ ３４．２
３月 ３５，２０９ ２７．４ ８４，６００ １４．７ r １３８，０５５ ４３．１ r ８８，８４０ ３１．４
４月 ３２，８４１ △０．５ ８０，７５７ １２．５ p１５３，６５７ ６７．９ p ８９，１８５ ２８．３

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１８年度 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７９ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９
２０１９年度 １６９，０４３ ２．４ ８，１３０，６２０ ３．０ １０５，４０２ １．１ ５，１４２，６８９ ２．１
２０２０年度 １８７，２０９ １０．７ ８，９５６，８６１ １０．２ １１２，５９１ ６．８ ５，３９０，６０５ ４．８
２０２１年度 １９６，２０４ ４．８ ９，２４０，１３３ ３．２ １１３，０９７ ０．４ ５，４８３，３９７ １．７

２０２１年１～３月 １８７，２０９ １０．７ ８，９５６，８６１ １０．２ １１２，５９１ ６．８ ５，３９０，６０５ ４．８
４～６月 １９１，０７３ ７．４ ８，９９５，９６１ ４．８ １１２，８０５ ３．２ ５，３６５，０５２ ０．６
７～９月 １８７，００６ ４．３ ８，９６６，２２８ ３．８ １１２，６９７ ２．０ ５，３７４，６９０ ０．９
１０～１２月 １９０，８８０ ４．１ ９，０３８，４３５ ３．６ １１３，６２１ △０．２ ５，４２２，２１２ １．１

２０２２年１～３月 １９６，２０４ ４．８ ９，２４０，１３３ ３．２ １１３，０９７ ０．４ ５，４８３，３９７ １．７
２０２１年 ４月 １８８，８７２ １０．０ ９，００７，５６５ ８．６ １１３，７１５ ８．２ ５，３７８，６５９ ２．８

５月 １８９，７４７ ６．５ ９，０５０，３６９ ５．９ １１３，０８２ ５．４ ５，３７２，１５９ １．２
６月 １９１，０７３ ７．４ ８，９９５，９６１ ４．８ １１２，８０５ ３．２ ５，３６５，０５２ ０．６
７月 １８８，８３９ ５．９ ８，９７０，６５６ ４．５ １１３，０７２ ２．３ ５，３６８，０１３ ０．６
８月 １８９，００３ ５．０ ８，９８４，８３０ ４．１ １１３，０７１ １．９ ５，３５９，２６６ ０．６
９月 １８７，００６ ４．３ ８，９６６，２２８ ３．８ １１２，６９７ ２．０ ５，３７４，６９０ ０．９
１０月 １８８，３１０ ３．８ ８，９９７，８３７ ４．１ １１３，４３８ ２．０ ５，３７２，９３３ １．０
１１月 １８８，８７９ ４．８ ９，０５２，９６１ ３．６ １１３，０９２ １．５ ５，３９３，５３３ ０．７
１２月 １９０，８８０ ４．１ ９，０３８，４３５ ３．６ １１３，６２１ △０．２ ５，４２２，２１２ １．１

２０２２年 １月 １８９，３２３ ３．７ ９，０６２，１７３ ３．５ １１３，１５９ △０．９ ５，４０９，１２６ ０．９
２月 １９０，０９８ ３．６ ９，０８５，６７０ ３．４ １１３，３９５ △０．６ ５，４２７，７５７ ０．９
３月 １９６，２０４ ４．８ ９，２４０，１３３ ３．２ １１３，０９７ ０．４ ５，４８３，３９７ １．７
４月 １９４，９２７ ３．２ ９，２８０，３２４ ３．０ １１２，７７１ △０．８ ５，４７１，４９７ １．７

資料 日本銀行

主要経済指標（５）

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０２２年７月号
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本年４月より本研究所の調査研究部に在籍している塚本泰司と申します。それまでは札幌医科

大学にいた関係で本研究所が手掛ける医療、介護の調査研究に多少なりともお役に立てばと考え

ています。また、研究所が毎年手掛けている講演会のお手伝いも仕事としており、今年度はいく

つかの地域で「人生１００年時代を生きる」と題した講演も予定しております。特に、男性の健康

に関して少しお話をする機会が予定されていますので、今回のテーマとしました。

なぜ男性かというと、私はもともと泌尿器科を専門とする医師であったことから、男性の前立

腺がん、前立腺肥大症を研究のテーマとしてきました。そして「おとうさん」達が、いかに健康

に関心が薄いかを実感してきたからにほかなりません。そんなこともあり、せっかくの機会をい

ただいたので「おとうさん」世代が少しでも健康に過ごしてくれることを願って、この講演を予

定したわけです。

「人生１００年時代を生きる」と言われるようになってはいますが、「平均寿命」の延長速度に比

較すると「健康寿命」は同じようには延長していません。「健康寿命」とは「病気で日常生活が制

限されない」期間を言いますので、これが長いほうが生活の質が高いことになります。この期間

をいかに延長するかがこれからの課題となってきます。

そのためには、病気を早期発見することができ、その結果、生活に大きな影響を与えずに治療

できればおおいに好都合です。いくつかそのような病気がありますが、その典型例は「がん」で

す。いろいろながんの診断・治療の進歩は近年ことに目覚ましく、体に影響の少ない手術やがん

を一時的にせよ消失させるような薬剤などが次々と出てきています。しかし、それでも最終的に

最も良好な結果を得るための原則は、がんの早期発見です。これにつきるものはありません。そ

のための一つの手段ががん検診ですが、残念ながらがん検診の受診率は決して高くはありませ

ん。特に「おとうさん」世代を含めた男性の受診率は不良です。

「おとうさん」の健康を少しでも守るためにはどうすればよいのかを、私の専門領域から見て

講演の中で触れたいと思っています。

「人生１００年時代を生きる」

「 特 別 講 演 会 」 の ご 案 内
演 題 『人生１００年時代を生きる ―「おとうさん」の健康は大丈夫か？』

講 師 株式会社北海道二十一世紀総合研究所 特別研究職（常務執行役員待遇）
（前 北海道公立大学法人 札幌医科大学理事長・学長）

塚 本 泰 司

日時・会場 ２０２２年９月１３日㈫ 午後４時～５時３０分 札幌パークホテル パークホール

参 加 料 無料

主 催 株式会社 北海道二十一世紀総合研究所 後 援 株式会社 北洋銀行

※ 本講演会は、７月１２日 函館市 ７月１４日 釧路市で開催した講演会と同じ内容です。

株式会社北海道二十一世紀総合研究所

塚本 泰司
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